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“紙製”マイクロ流体デバイス 
初版投稿：2017/10/23 ，最新版投稿：2017/10/25 

 執筆者：中島 潤（特別研究員） 

化学分析などを⾏う流体デバイスを紙で作る 

化学物質の検出、反応や分離など様々な化学操作を⼩さなチップ上で複数同時に⾏って化学
分析ができる流体デバイスであるマイクロ流体チップの研究が⻑年広く進められています。 

2007 年、MIT の Whitesides 教授らのグループが、ろ紙上に数百マイクロメートルから数ミ
リメートル程度の流路を作製し、フロー分析に利⽤する“紙製”のマイクロ流体デバイスのコ
ンセプトを提唱し、microfluidic paper-based analytical device(μPADs)と命名しました 
1) 。以降⽇⽶を中⼼に様々な μPADs 関連の研究が進められています。元々分析化学系の研
究者が中⼼となって、紙製の分析デバイス上でどのような成分を分析できるかといった研究
を中⼼に進められていましたが、最近では紙に直接描画可能な導電物質を活⽤するなど、測
定⽅法や活⽤シーンの拡⼤が⾒込まれています。 

“紙製”であることの意義 

通常のマイクロ流体チップは、主に半導体製造装置等の専⽤の製造装置を使⽤し、微細加⼯
技術などから⾼性能・⾼精度のチップを⽬指すという⽅向性が主流ですが、紙製のマイクロ
流体チップは、紙という素材の特徴を活かし、より安価で簡便な分析デバイスを⽬指した研
究が多く⾒られます。製造⽅法としては、特別な製造装置を⽤いずに⼀般販売されているイ
ンクジェットプリンターを活⽤したり(図 1)、操作も簡便となるようシンプルに、かつ電源不
要もしくはスマートフォンを電源や計測デバイスとするなど、持ち運びの容易さも特徴と⾔
えそうです。 
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図 1：紙製マイクロ流体デバイス作製法の概略 2)  (岡⼭⼤学 ⾦⽥隆教授より提供) 

図 2 は、実際に海⽔をサンプル溶液に⽤いた μPADs 3) で、デバイスの中⼼に溶液を滴下
し、Ca 2+ と Ma 2+ の濃度測定によって⽔の硬度を分析したものです。このような屋外での
フィールドワークによる測定であれば、μPADs を持参することで現地でのリアルタイム検査
が実現できます。また海外などの遠隔地で⾏う場合は μPADs を郵送して協⼒者に測定を⾏
ってもらうなど、紙製であることの特徴を活かしてより柔軟に、迅速に研究を進めることが
可能となります。 

 

図 2：紙製マイクロ流体デバイスのサンプル 

また、図 3 は近年製品化された紙に直接描画可能な導電物質 4)5)6) を使⽤し、μPAD 上に電
⼦回路をインクジェットプリンター等でプリントし、ヒーター機能を追加したものです。ヒ
ーター機能を活⽤して流路の溶液を蒸発させることで溶液の浸透を⼀旦停⽌させるストップ
バルブを設けたり、溶液を濃縮させるなど、新たな測定⽅法も提案されています 7) 。 

“紙製”マイクロ流体デバイスの実⽤化に向けて 

 現在は、分析する対象や分析⼿法の拡⼤など μPADs ⾃体の研究や、持ち運びが容易な分
析デバイスとして様々な研究活動の中で活⽤されることが中⼼のようです。 

 今後は、例えば感染症への感染有無を医療機関で検査する前に家庭で簡易的に調べるなど
の医療⾯での活⽤、⽔質・空質・⼟壌汚染などの環境調査への活⽤など、“紙製”の安価、簡
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便に検査できるという特徴を活かし、特定のニーズと研究内容をうまくマッチさせること
で、様々な形で製品化・社会実装が進む可能性が考えられます。特に医療インフラの整って
いない開発途上国では安価、簡便な検査という観点は⼤変重要であり、社会貢献の⾯でも期
待されます。 

 
図 3：μPADs 上に電⼦回路をプリントした分析デバイスを USB ポートに差し込んでヒータ

ー機能を活⽤(名古屋⼤学 松⽥佑准教授より提供) 
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これまでの科学技術予測調査における関連トピック 
・  原料農作物の品質をその場で確認できるオミックス・化学分析を⽤いた携帯型解析システム（2015
年：第 10 回） 

「ポストトゥルース」時代の科学コミュニケーション 
̶⽶国における科学への理解確保に向けた社会への働きかけの⽅向性̶ 

初版投稿：2017/09/12 ，最新版投稿：2017/10/18 
 執筆者：⽩川 展之（主任研究官） 

科学の重要性を世界に訴える活動「March-for-Science」 

事実よりも感情が世論形成に影響をもたらす⾵潮「ポストトゥルース（Post-truth）※」の中
で、⽶国の科学関連団体や個⼈を含めたアカデミックコミュニティーでは、科学の重要性を
直接社会に訴える活動「March-for-Science」を始めました。この活動は、地球環境を考える
「アースデー」に合わせて始まり、2017 年 4 ⽉ 22 ⽇に科学技術の重要性を広く公衆に訴え
かけるデモ⾏進が世界各地で⾏われ、地球温暖化対策などへの⾒直し姿勢を⾒せる⽶国のト
ランプ政権に批判の声を上げるものとして⽇本でもニュースになりました。 

反科学的な社会的⾵潮と科学コミュニティの対応 

科学に対し無関⼼かつ無理解なトランプ政権への移⾏などをきっかけに科学者コミュニティ
の側から始まった「March-for-Science」ですが、個別の科学技術分野ごとにボトムアップの
意思決定が⼀般的な⽶国で科学者・技術者によって草の根的に科学研究⼀般の重要性を訴え
る活動が呼びかけられるのは、⽶国の科学政策に詳しい識者や研究助成機関の⼈によると珍
しいことだそうです。 

こうした活動の中⼼となっている組織の全体像を簡単に説明するのは難しいですが、研究者
のみならず科学政策に関するステークホルダーが草の根的に個⼈の⽴場で参加しているよう
です。また、全⽶科学振興協会（AAAS）をはじめ、⼤学協会など個⼈の範囲を超えた科学政
策関係の深い団体が⽀持を表明しています。この活動の基礎となった組織・活動には、AAAS
の総編集⻑ CEO Rush Holt ⽒が創始した Be a Force for Science をはじめ、運動組織を標ぼ
うする組織としては、⽶国における科学者・技術者の政策形成への参画を進めることを⽬的
とする組織として ESEP（Engaging Scientists & Engineers in Policy (ESEP) Coalition）と
いった組織があります。 

科学への市⺠参加と科学者・技術者の意識改⾰ 

科学研究に普段縁がない⼈々に理解と共感の輪を拡げようとするこうした取り組みは、社会
からの理解があって研究が推進できるということへの科学者・技術者側からの科学への理解
確保に向けた意識改⾰の動きともいえます。ここでは、等⾝⼤の問題意識を⼈々と共有する
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